
2022年3月

一般社団法人日本スポーツツーリズム推進機構

地域スポーツコミッションの組織体制
及び活動概況に関する調査



１．調査目的

地域スポーツコミッションの組織体制及び活動概況等の収集

２．調査手法

質問紙とWEBの併用

３．調査対象

2021年9月時点でスポーツ庁が把握していた地域SC168団体

４．調査期間

2021年9月～12月

５．調査票回収数

129（回収率76.8％）

調査概要

地域スポーツコミッションの組織体制及び活動概況に関する調査
（2021年度スポーツ庁事業）
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地域スポーツコミッションに関する主なデータ

＜要点＞

●日本初の地域スポーツコミッションは「さいたまスポーツコミッション」（2011年設立）であ
るが、2010年以前にも合宿誘致などを実施していた組織が北海道、九州・沖縄地方を中心に
存在している。

●２０14年度以降、毎年10を超える地域スポーツコミッションが設立されており、2020年度
には過去最高の17団体が設立された。

●調査時期（2021年9月）の関係により、2021年設立の団体は4～9月に設立されており、
2021年度末のデータではないことに注意。

１ 設立年
注：コミッション事業以外の目的で設置された既存の法人（観光協会や体育協会、総合型クラブ等）がコミッション事業を
実施するようになった場合は、既存法人の設立年月ではなく、コミッション事業を開始した年月を回答。
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地域スポーツコミッションに関する主なデータ

＜要点＞

●地域スポーツコミッションの予算規模は「200万円以上500万円未満」が22.0％で最も多
く、次いで「1,000万円以上2,000万円未満」が17.9％である。

●1,000万円未満の団体が6割、500万円未満の団体が4割を占めている。一方、5,000万
円以上の団体が1割存在している。

●予算に回答のあった123団体の平均は3,700万円であり、中央値は630万円であった。
予算が「0円」と回答した8団体を除いた平均は3,958万円、中央値は888万円であった。

２ 予算規模

n＝123
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地域スポーツコミッションに関する主なデータ

＜要点＞

●地域スポーツコミッションの担当職員は「3～4人」が32.6％で最も多く、次いで「1～2人」
が30.2％、「5～9人」が20.9％であり、9人以下の団体が全体の8割以上を占める。

●担当職員が「0人」の団体が3.9％（5団体）存在している一方、20人以上の職員を抱える団
体が6.2％（8団体）ある。

●調査に回答のあった129団体の平均は5.6人であり、中央値は3人であった。

３ 担当職員

n＝129

5



地域スポーツコミッションに関する主なデータ

＜要点＞

●地域スポーツコミッションの事務局が置かれているところは「自治体」が52.7％、「自治体
以外の組織」が47.3％である。

●自治体に事務局が置かれている地域スポーツコミッションの担当部署は「スポーツ」が
51.5％で最も多く、次いで「観光」が29.4％であった。

●自治体以外に事務局が置かれている地域スポーツコミッションの自治体担当部署は「スポー
ツ」が45.8％で最も多く、次いで「教育委員会」「その他」の18.6％であった。

４ 事務局

n＝129

担当部署 団体 割合

スポーツ 27 45.8

観光 10 16.9

教育委員会 11 18.6

その他 11 18.6

合計 59 100.0

担当部署 団体 割合

スポーツ 35 51.5

観光 20 29.4

教育委員会 8 11.8

その他 5 7.4

合計 68 100.0

※無回答が2団体ある。
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地域スポーツコミッションに関する主なデータ

＜要点＞

●法人格をもつ地域スポーツコミッションは24.0％と回答のあった129団体のうち約1/4で
あった。

●法人格の内訳は「一般社団法人」が67.7％で最も多く、次いで「NPO法人」が25.8％、「公
益財団法人」「一般財団法人」が3.2％であった。

●法人格がない地域スポーツコミッションについて「複数組織で構成」されている団体は
75.5％、「単独で構成」されている団体は24.5％である。

５ 法人格

n＝129

法人格 団体 割合

一般社団法人 21 67.7

NPO法人 8 25.8

公益財団法人 1 3.2

一般財団法人 1 3.2

合計 31 100.0

団体 割合

複数組織で構成 74 75.5

単独で構成 24 24.5

合計 98 100.0
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集計分析
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スポーツコミッションの事務局問１

問１ 貴スポーツコミッションの事務局はどこに置かれていますか。

n=129
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問２ 貴スポーツコミッションに法人格はありますか。

法人格の有無問２

n=129
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【問２で「ある」と回答された方にお伺いします。】

問２－１ 貴スポーツコミッションの法人格をご回答ください。

【問２で「ない」と回答された方にお伺いします。】

問２－２ 貴スポーツコミッションは複数の組織・団体によって構成されていますか。

法人格の有無問２

注：委員会や協議会など、貴スポーツコミッションが複数の組織から構成されている場合は「はい」とご回答ください。

協力団体や連携団体ではなく、貴スポーツコミッションを構成する組織が複数あるかといった点でご回答ください。

複数の組織・団体で構成されているという要件に、定款や会則等の有無は問いません。

団体 割合

一般社団法人 21 67.7

公益社団法人 - -

一般財団法人 1 3.2

公益財団法人 1 3.2

NPO 法人 8 25.8

株式会社 - -

その他 - -

合　計 31 100.0

団体 割合

はい 74 75.5

いいえ 24 24.5

合　計 98 100.0
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設置目的（まちづくりや地域活性化）問3

問３ 貴スポーツコミッションはまちづくりや地域活性化を目的に設置されましたか。

注：別の目的で設置された既存の法人（観光協会や体育協会、総合型クラブ等）がスポーツコミッション事業を

実施するようになった場合は「いいえ」とご回答ください。

※スポーツコミッション事業：スポーツと景観・環境・文化などの地域資源を掛け合わせ、戦略的に活用する

ことでまちづくりや地域活性化につなげる取組のこと。

n=129
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設立年【自治体事務局】問４

【問１で「自治体」と回答された方にお伺いします。】
問４ 貴スポーツコミッションの設立年月をご回答ください。

n=68
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2021年度当初予算【自治体事務局】問６

【問１で「自治体」と回答された方にお伺いします。】
問６ 貴スポーツコミッションの2021年度当初予算をご回答ください。

注：自治体職員の人件費は除きます。

n=68
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2021年度当初予算の担当職員数【自治体事務局】問７

問７ 貴スポーツコミッションの担当職員の人数をご回答ください。（2021年度当初予算）

注：兼務も含めてください。明確に区分できない場合はおおよそで結構です。

n=68
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 東京オリンピック・パラリンピックのホストタウン登録
【自治体事務局】

問９

【問１で「自治体」と回答された方にお伺いします。】

問９ 貴自治体は、2020東京オリンピックまたはパラリンピックのホストタウンに登録されて

いますか。

n=68
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ホストタウン事業を発展・継続させるような取り組みの実施予定
【自治体事務局】

問１０

【問１で「自治体」と回答された方にお伺いします。】

問10 今後、2020東京オリンピックまたはパラリンピックのホストタウン事業を発展・継続

させるような取り組みを実施する予定はありますか。

n=68
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設立年【自治体外事務局】問11

【問１で「自治体以外の組織」と回答された方にお伺いします。】
問11 貴スポーツコミッションの設立年月をご回答ください。

注：コミッション事業以外の目的で設置された既存の法人（観光協会や体育協会、総合型クラブ等）がコミッ

ション事業を実施するようになった場合は、既存法人の設立年月ではなく、コミッション事業を開始した年

月をご回答ください。

n=61
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2021年度当初予算【自治体外事務局】問13

【問１で「自治体以外の組織」と回答された方にお伺いします。】
問12 貴スポーツコミッションの2021年度当初予算をご回答ください。

注：既存の法人の場合は、コミッション事業に計上されている予算額をご回答ください。

担当する職員の人件費は除きます。明確に区分できない場合はおおよそで結構です。

n=61
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2021年度当初予算の主な収入源【自治体外事務局】問１4

【問１で「自治体以外の組織」と回答された方にお伺いします。】

問14 貴スポーツコミッションの2021年度当初予算について、主な収入源をご回答ください。

（○はいくつでも）

行政（国、都道府県、基礎自
治体）からの補助金・負担金

会員からの会費

行政からの事業受託
（指定管理料を除く）

自主事業

行政以外からの補助金
（toto助成、民間団体助成等）

民間企業からの事業受託

指定管理料

寄附

その他

59.3%（35団体）

35.6%（21団体）

32.2%（19団体）

30.5%（18団体）

13.6%（8団体）

10.2%（6団体）

8.5%（5団体）

8.5%（5団体）

10.2%（6団体）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

n=59
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2021年度当初予算の最も大きな収入源【自治体外事務局】問１4

【問１で「自治体以外の組織と回答された方に】

問14－１ 問14で回答した収入源のうち、最も金額が大きいものを問14の選択肢からご回答

ください。

収入源 団体 割合

行政（国、都道府県、基礎自治体）
からの補助金・負担金

23 39.0

行政からの事業受託
（指定管理料を除く）

10 16.9

会員からの会費 8 13.6

自主事業 5 8.5

指定管理料 3 5.1

民間企業からの事業受託 2 3.4

寄附 2 3.4

その他 5 8.5

行政以外からの補助金
（toto助成、民間団体助成等）

- -

無回答 1 1.7

合　計 59 100.0
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2021年度当初予算の従業員数【自治体外事務局】問１5

【問１で「自治体以外の組織と回答された方に】

問15 貴スポーツコミッションの2021年度当初の従業員数をご回答ください。

上段：団体
下段：割合

0人 1人 2人 3人 4人 5人
6
～
9人

10人
以上

合
　
計

26 7 6 4 5 1 7 5 61

42.6 11.5 9.8 6.6 8.2 1.6 11.5 8.2 100.0

60 1 0 0 0 0 0 0 61

98.4 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

55 2 2 0 0 0 1 1 61

90.2 3.3 3.3 0.0 0.0 0.0 1.6 1.6 100.0

48 3 4 0 3 0 2 1 61

78.7 4.9 6.6 0.0 4.9 0.0 3.3 1.6 100

51 5 1 2 0 1 1 0 61

83.6 8.2 1.6 3.3 0.0 1.6 1.6 0.0 100.0

39 3 6 7 4 1 0 1 61

63.9 4.9 9.8 11.5 6.6 1.6 0.0 1.6 100.0

5 7 10 9 6 4 10 10 61

8.2 11.5 16.4 14.8 9.8 6.6 16.4 16.4 100.0
合計

直接雇用
（正規・契約・嘱託・アルバイト等）

地域プロジェクトマネージャー

地域おこし協力隊

自治体からの出向
（専属としての常駐含む）

民間企業からの出向

その他
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【問１で「自治体以外の組織と回答された方にお伺いします。】

問16 貴スポーツコミッションの人材確保・人材育成に向けて実施している取り組みをご回答

ください。（◯はいくつでも）

人材確保・人材育成に向けて実施している取り組み
【自治体外事務局】

問16

注：研修は外部研修への参加を含む。

パート・アルバイトの採用

契約・嘱託職員の採用

業務委託の活用
（副業人材の活用を含む）

出向者の受け入れ

業務についての基礎的な知識・
技能の習得に向けた研修

地域プロジェクトマネージャー・
地域おこし協力隊・企業人の活用

資格取得に向けた支援制度

正規雇用採用（中途）

業務についての高度な知識・技能の
習得に向けた研修

正規雇用採用（新卒者）

人材派遣会社からの派遣

自己啓発に向けた支援制度

管理監督能力の習得に向けた研修

他組織や自治体等への出向制度

その他

無回答

24.6%（15団体）

23.0%（14団体）

21.3%（13団体）

18.0%（11団体）

16.4%（10団体）

14.8%（9団体）

14.8%（9団体）

9.8%（6団体）

9.8%（6団体）

4.9%（3団体）

4.9%（3団体）

3.3%（2団体）

1.6%（1団体）

1.6%（1団体）

9.8%（6団体）

18.0.%（11団体）

0% 10% 20% 30% 40%

n=61
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問17 貴スポーツコミッションの設立目的をご回答ください。（◯はいくつでも）

設立目的【自治体外事務局】問17

５　アスリートの発掘・育成
（次世代アスリート、多面的高度支援など）

その他

４　スポーツによる地域経済の活性化
（スポーツ産業の発展、プロチームの活用、

スポーツツーリズムなど）

６　スポーツの普及・啓発や地域の
知名度向上のための広報

１　スポーツ参画人口の拡大
（スポーツインライフ、運動習慣化、体力向上など）

１～６を総合的に活用したまちづくり

２　スポーツ人材と場の充実
（人材育成、運動機会の提供など）

３　共生社会の実現
（障害者スポーツ、女性の活動促進など）

88.4%（114団体）

52.7%（68団体）

45.7%（59団体）

40.3%（52団体）

32.6%（42団体）

12.4%（16団体）

12.4%（16団体）

12.4%（16団体）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=129
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問17－1 問17で回答した設立目的の中で、最も重要なものはどれですか。問17の選択肢から

ご回答ください。

最も重要な設立目的【自治体外事務局】問17

団体 割合

１　スポーツ参画人口の拡大
（スポーツインライフ、運動習慣化、体力向上など

10 7.8

２　スポーツ人材と場の充実
（人材育成、運動機会の提供など）

2 1.6

３　共生社会の実現
（障害者スポーツ、女性の活動促進など）

- -

４　スポーツによる地域経済の活性化
（スポーツ産業の発展、プロチームの活用、スポーツツーリズムなど）

81 62.8

５　アスリートの発掘・育成
（次世代アスリート、多面的高度支援など）

1 0.8

６　スポーツの普及・啓発や地域の知名度向上のための広報 4 3.1

１～６を総合的に活用したまちづくり 20 15.5

その他 10 7.8

無回答 1 0.8

合　計 129 100.0
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問18 貴スポーツコミッションの現在（2021年度）の事業についてお伺いします。

2021年度に実施（予定含む）した事業と中止または延期した事業をご回答ください。

（それぞれに○）

2021年度に実施（予定含む）した事業と中止または延期した事業
【自治体外事務局】

問18

n=129

(71団体）

(48団体）

(46団体）

(42団体）

(41団体）

(33団体）

(32団体）

(18団体）

(18団体）

(17団体）

(15団体）

(13団体）

(12団体）

(8団体）

(6団体）

(10団体）

注：2021年度に実施（予定含む）事業のみ掲載。
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問19 貴スポーツコミッションが今後、新たに取り組む予定の事業はありますか。

（○はいくつでも）

今後、新たに取り組む予定の事業の有無問1９

スポーツツーリズム事業の企画・実施

自主スポーツ大会・イベントの企画・実施

スポーツ合宿・キャンプの誘致

既存のスポーツ大会・イベントの誘致

東京2020オリ・パラ関連事業
（レガシー創出など）

スポーツ関連セミナー・研修の企画・運営

大会・合宿・キャンプへの補助制度の運営

健康づくり事業の実施

スポーツに関する調査・研究

競技者の育成（ジュニア含む）

スポーツ施設の運営（指定管理者含む）

障害者スポーツ事業の実施

指導者の派遣

スポーツクラブの運営

指導者バンクの運営

その他

無回答

38.8%（50団体）

29.5%（38団体）

28.7%（37団体）

28.7%（37団体）

17.1%（22団体）

14.7%（19団体）

12.4%（16団体）

12.4%（16団体）

10.1%（13団体）

8.5%（11団体）

8.5%（11団体）

8.5%（11団体）

4.7%（6団体）

2.3%（3団体）

1.6%（2団体）

10.1%（13団体）

25.6%（33団体）

0% 10% 20% 30% 40% 50%n=129
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問21 地域スポーツコミッションの全国ネットワーク（組織）の設立について、ご回答ください。

地域スポーツコミッションの全国ネットワーク（組織）の必要性問21

n=129
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問22 地域スポーツコミッションの全国ネットワーク（組織）が設立されるとした場合、活動

内容として期待するものはどれですか。（○はいくつでも）

地域スポーツコミッションの全国ネットワーク（組織）の
活動内容として期待すること

問22

n=129

その他

無回答

地域スポーツコミッションでの
勤務に興味のある人材の紹介・派遣

国や自治体に対する提言

国内の地域スポーツコミッションの
最新情報・事例の収集・共有

地域スポーツコミッションが活用できる
補助金等の制度に関する情報の収集・共有

大会・合宿・キャンプ等の誘致に関する支援

海外のスポーツコミッションの
最新情報・事例の収集・共有

地域スポーツコミッションに勤務する人材に
対する育成制度（研修や資格）の運営

地域スポーツコミッションに関する調査・研究

76.7%（99団体）

67.4%（87団体）

64.3%（83団体）

35.7%（46団体）

29.5%（38団体）

29.5%（38団体）

24.8%（32団体）

20.9%（27団体）

2.3%（3団体）

8.5%（11団体）

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問23 地域スポーツコミッションの全国ネットワーク（組織）が設立されるとした場合、

加盟を希望しますか。

地域スポーツコミッションの全国ネットワーク（組織）への加盟希望問23
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調査票
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本報告書は、スポーツ庁委託事業として、一般社団法人日本ス
ポーツツーリズム推進機構が実施した2021年度「地域スポーツコ
ミッションの設立促進及び経営の多角化に向けた総合コンサル
ティング事業」の成果を取りまとめたものです。
従って、本報告書の複製、転載、引用等にはスポーツ庁の承認

手続きが必要です。
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